


《別添１－２》

電子情報処理組織又は磁気テープ等による介護給付費等請求の届出について（平成12年２月15日/23日介護保険制度施行
準備室事務連絡）

１．介護給付費等に関する費用の請求
   （１）指定居宅サービス事業者等は、介護給付費等に関する費用を請求しようとするときは、審査支払機関に電子情報

処理組織によるか、又は磁気テープ、フレキシブルディスク若しくは光ディスク（以下「磁気テープ等」という。）
を提出しなければならない。
なお、電子情報処理組織による請求をISDNによって行うことができる期間は、平成30年３月31日までとする。

 （２）次に掲げる事業所等については、（１）にかかわらず、介護給付費及び公費負担医療等に関する費用等の請求に
関する省令（平成12年厚生省令第20号。以下「請求省令」という。）に定める帳票を用いて介護給付費等の
請求を行うことができる。

① 電子情報処理組織又は磁気テープ等を用いた請求を行うことが困難と認められる次の事業所等であって、平成30年
        ３月31日までに、その旨を審査支払機関に届け出たもの

 イ 支給限度額管理が不要なサービス（居宅療養管理指導、特定施設入居者生活介護（短期利用以外）、認知症対
         応型共同生活介護（短期利用以外）、地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外）、地域密着型介護老
         人福祉施設入所者生活介護、介護予防居宅療養管理指導、介護予防特定施設入居者生活介護（短期利用以外）及
         び介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）をいう。以下同じ。）一種類のみを行うサービス事業所
       ロ 支給限度額管理が必要なサービス一種類のみを行うサービス事業所
       ハ 支給限度額管理が不要なサービス一種類及び支給限度額管理が必要なサービス一種類を行うサービス事業所
       ニ 施設サービス（介護福祉施設サービス及び介護保健施設サービスをいう。以下同じ。）のみを行う50床未満の
         介護保険施設
       ホ 施設サービス及び支給限度額管理が不要なサービス一種類を行う50床未満の介護保険施設
       ヘ 施設サービス及び支給限度額管理が必要なサービス一種類を行う50床未満の介護保険施設
       ト 施設サービス、支給限度額管理が不要なサービス一種類及び支給限度額管理が必要なサービス一種類を行う50
         床未満の介護保険施設
   （以下略）


